
第５期市町村介護保険事業計画の策定過程等に係る 

アンケート調査結果について 
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【調査の趣旨】 

 日常生活圏域ニーズ調査という新たな計画策定手法を導入した第５期介護保険事業計画の策
定過程や地域ケア会議等の保険者機能の取組状況を把握し、第６期以降の介護保険事業計画
策定に向けた支援策の充実等の検討材料とすることを目的に実施。 

【調査の実施方法】 

 本年６月に都道府県を通じて介護保険の保険者（市町村や広域連合等全1580保険者）に調査
票を配付し回収。未回答の12保険者（福島県10保険者、兵庫県1保険者、奈良県1保険者）を
除く1568保険者から回答を得、集計。 

【調査した項目（主なもの）】 

・ 日常生活圏域の設定状況 

・ 日常生活圏域ニーズ調査と地域診断の実施状況 

・ 地域診断の結果の計画内容への反映状況 

・ 介護保険の給付状況の分析や地域ケア会議の開催等の保険者機能の取組の実施状況 



調査結果の概要 
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【日常生活圏域の設定状況】 

○ 設定された日常生活圏域の数は5,712圏域。１保険者当たり平均3.64圏域を設定。 

○ 約3分の2の保険者が、地域包括支援センター（サブ・ブランチを含めず）を圏域ごとに設置。（サブ・ブラン
チを含めれば、約4分の3の保険者が圏域ごとに設置。） 

【日常生活圏域ニーズ調査と地域診断の実施状況】 

○ 全体の8割強の保険者（1,322保険者）で日常生活圏域ニーズ調査を実施。 

○ 調査を実施した保険者では、調査を実施したことにより、約6割が「潜在的な要介護予備群の把握」、4割弱
が「管内の圏域ごとの課題の違いや特徴の把握」、約4分の1が「サービス基盤のミスマッチの把握」ができた
と回答。 

【地域診断の結果の計画内容への反映状況】 

○ 要介護者やサービス見込み量の推計に当たって、地域診断の結果を反映させたと回答した保険者の割合
は、保険者全体の2割弱。 

【介護保険の給付状況の分析や地域ケア会議の開催等の保険者機能の取組の実施状況】 

○ 全体の半分強の保険者が、介護保険の給付状況の分析を毎年度定期的に実施。分析を行う観点として
は、「給付費の増加要因の解析」、「計画における推計の妥当性の検証」などマクロ的な分析が主で、「個々
の利用者に着目したサービス利用状況の検証」や「高齢者の状態像に応じた適切なサービス利用のあり方
の検討」などのミクロ的な分析を行っている保険者は少数。 

○ 全体の約4分の3の保険者が、「地域ケア会議」を開催（地域包括支援センター主催の場合を含めて）。内
容としては、「支援困難事例等の問題解決」、「地域課題の把握」、「地域づくり、支援体制整備」が中心であ
り、「保険者の運営方針の共有」、「給付適正化の事業者指導」、「施策化、支援体制整備」を行っている保
険者は少数。 



１ 日常生活圏域の設定状況 

【設定された日常生活圏域の数】 
 

  5712圏域（回答保険者1568） 
  1保険者当たり平均3.64圏域を設定 

【日常生活圏域の高齢者人口の規模】 

圏域数 

5712 

3000人未満 

1906圏域
（33.4%） 

3000人以上6000人未満 

2027圏域（35.5%） 

6000人以上
10000人未満 

1122圏域
（19.6%） 

10000人以上 

657圏域
（11.5%） 

【日常生活圏域と地域包括支援センターの設置】 

回答 

保険者 

1568 

圏域ごとに地域
包括支援センター
（サブ・ブランチ含
めず）を設置 

1024保険者
（65.3%） 

サブ・ブランチを含めて
圏域ごとに地域包括支
援センターを設置 

166保険者
（10.6%） 

サブ・ブランチを含めて圏
域ごとに地域包括支援セ
ンターを設置していない 

378保険者
（24.1%） 
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２ 日常生活圏域ニーズ調査と地域診断の実施状況 
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日常生活圏
域ニーズ調査
を実施し計画
策定に活用 

1322保険者
（84.3%） 

【日常生活圏域ニーズ調査の実施状況】 

基本チェックリスト
による調査を計画
策定に活用 

81保険者（5.2%） 

その他 161保険者（10.3%） 
「基本チェックリストによる調査のみ
実施したが計画策定には活用せ
ず」、「両調査とも実施せず」 

回答 

保険者 

1568 

【日常生活圏域ごとの地域の課題、     

             ニーズが把握できたかどうか】 

60.3% 

25.6% 

37.7% 

15.8% 

15.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 

潜在的な要介護予備群

の把握 

サービス基盤のミスマッ

チの把握 

管内の圏域ごとの課題

の違いや特徴の把握 

全国データと比較した圏

域の課題の把握 

特に把握できたものはな

い 

797 

339 

499 

209 

208 

※ 日常生活圏域ニーズ調査を実施した1322保険者に
対する割合（複数回答） 

回答なし 4保険者（0.3%） 

うち、基本チェックリストによる調査も実施 978保険者 

 ・ 計画策定には日常生活圏域ニーズ調査のみを活用   

    777保険者（49.6%） 
 ・ 計画策定には日常生活圏域ニーズ調査と基本チェッ
クリストによる調査の両方を活用 201保険者
（12.8%） 



３ 地域診断の結果の計画内容への反映状況 
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反映させた 

296保険者
（18.9%） 

【要介護者の推計に当たって 

       地域診断の結果を反映させたか】 

反映させなかった 

1265保険者
（80.7%） 

無回答 7保険者（0.4%） 

反映させた 

232保険者
（14.8%） 

【サービス見込み量の推計に当たって 

       地域診断の結果を反映させたか】 

反映させなかった 

1322保険者
（84.3%） 

無回答 14保険者（0.9%） 

※ アンケートに回答のあった1568保険者に対する割合 

《具体的な反映内容》 
○ 被認定者の潜在的なサービスニーズの考慮（160） 
○ 要支援や軽度の要介護者の改善効果（135） 
○ 要介護リスクの高い者への働きかけによる予防効果（73） 
○ 地域支援事業の効果（108） 
○ その他（10） 

《具体的な反映内容》 
○ 地域支援事業の効果（115） 
○ 地域で不足する（又は過剰な）サービスのミスマッチを考慮（98） 
○ 現在のケアマネジメントで不十分と思われるサービスを上乗せ（67） 
○ 現在のケアマネジメントで過剰と思われるサービスを調整（17） 
○ その他（12） 



４ 介護保険の給付状況や介護予防の効果の分析の実施状況 
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毎年度定期的
に行っている 

823保険者
（52.5%） 

【介護保険の給付状況の分析の実施状況】 

回答なし 2保険者（0.1%） 

回答 

保険者 

1568 

【給付状況の分析を行う観点】 

69.0% 

83.0% 

30.7% 

15.8% 

15.4% 

44.0% 

14.2% 

1.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

計画における推計の 

妥当性の検証 

給付費の増加要因の解析 

全国平均や周辺地域等との比較 

による管内特性の把握 

不正請求の防止のための 

レセプトチェック 

個々の利用者に着目した 

サービス利用状況の検証 

今後の施設整備に係る 

行政施策の検討 

高齢者の状態像に応じた適切な 

サービス利用のあり方の検討 

その他 

568 

※ 毎年度定期的に行っていると回答した823保険者に
対する割合（複数回答） 

2～3年ごとに
行っている 

522保険者
（33.3%） 

全く行って
いない 

221保険者
（14.1%） 

683 

253 

130 

127 

362 

117 
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毎年度定期的
に行っている 

582保険者
（37.1%） 

【介護予防の効果の分析の実施状況】 

回答 

保険者 

1568 

【分析結果についての地域包括支援センター等
との情報提供や意見交換の実施状況】 

2～3年ごとに
行っている 

415保険者
（26.5%） 

全く行って
いない 

563保険者
（35.9%） 

地域包括支援セン
ターへ情報提供し
意見交換を実施 

441保険者
（28.1%） 

回答なし 8保険者（0.5%） 回答なし 11保険者（0.7%） 

特に行って
いない 

550保険者
（35.1%） 回答 

保険者 

1568 

地域包括支援セン
ターへ情報提供 

472保険者
（30.1%） 

地域包括＋地域ケア会
議メンバーへ情報提供
し意見交換を実施 

71保険者（4.5%） 

地域包括＋地域ケア会
議メンバーへ情報提供 

23保険者（1.5%） 



５ 「地域ケア会議」の開催状況 
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地域包括支援
センター主催
で開催 

823保険者
（52.5%） 

【「地域ケア会議」の開催状況】 

回答なし 5保険者（0.3%） 

回答 

保険者 

1568 

【地域ケア会議の内容】 

86.4% 

11.1% 

59.1% 

22.8% 

54.6% 

20.5% 

5.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

支援困難事例等の 

問題解決 

給付適正化の 

事業者指導 

地域課題の把握 

保険者の運営方針 

の共有 

地域づくり、 

支援体制整備 

施策化、 

支援体制整備 

その他 

1039 

※ 「地域ケア会議」を開催していると回答した1202保険
者に対する割合（複数回答） 

保険者主催と地域
包括支援センター
主催の両方 

218保険者
（13.9%） 

開催していない 

361保険者
（23.0%） 

133 

710 

274 

656 

246 

68 

保険者主催
で開催 

161保険者
（10.3%） 



（参考） 地域診断結果を計画に反映した保険者と反映しなかった
保険者との比較 

【ニーズ調査で把握できた内容（複数回答）】 

74.4% 

36.2% 
42.9% 

20.0% 

95.0% 

55.4% 

22.0% 

35.9% 

14.4% 

80.5% 

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

潜在的な要介護 

予備群の把握 

サービス基盤の 

ミスマッチの把握 

管内の圏域ごとの課題 

の違いや特徴の把握 

全国データと比較した 

圏域の課題の把握 

いずれかの課題が 

把握できた割合 

反映させた保険者 反映させなかった保険者 

○ 反映させた保険者は、より課題の把握ができている。 

日常生活圏域ニーズ調査を実施した1322保険者について 

 ① 要介護者、サービス見込み量の推計のどちらかに地域診断結果を反映させた340保険者 

 ② 要介護者、サービス見込み量の推計のどちらにも地域診断結果を反映させなかった982保険者 

に分類して、各項目への回答を比較した。 
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【介護保険給付状況の分析状況】 

【介護予防効果の分析状況】 

● 反映させた保険者は、介護予防効果の分析を毎年度定期的に実施している割合が高い。 

● 反映させた保険者は、給付状況の分析を毎年度定期的に実施している割合が高い。 

51.3% 

55.9% 

33.9% 

32.4% 

14.8% 

11.5% 0.3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

反映させなかった保険者 

反映させた保険者 

35.2% 

41.8% 

25.4% 

31.2% 

39.0% 

26.2% 

0.4% 

0.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

反映させなかった保険者 

反映させた保険者 

毎年度定期的に実施 ２～３年ごとに実施 全く行っていない 回答なし 

毎年度定期的に実施 ２～３年ごとに実施 全く行っていない 回答なし 
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【日常生活圏域と地域包括支援センターの関係】 

60.7% 

71.2% 

11.1% 

10.0% 

28.2% 

18.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

反映させなかった保険者 

反映させた保険者 

圏域ごとに設置 

（サブ・ブランチを含めず） 
サブ・ブランチを含め
れば圏域ごとに設置 

圏域ごとには
設置していない 

● 反映させた保険者は、圏域ごとに地域包括支援センターを設置している割合が高い。 

【分析結果（給付状況と介護予防効果）の地域包括支援センターとの共有状況】 

● 反映させた保険者は、地域包括支援センターと意見交換を実施している割合が高い。 

25.4% 

35.9% 

3.3% 

7.1% 

31.8% 

30.6% 

1.2% 

1.2% 

37.9% 

24.4% 

0.5% 

0.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

反映させなかった保険者 

反映させた保険者 

地域包括に情報
提供し意見交換 

特に行って
いない 

地域包括＋地域ケ
ア会議メンバーに情
報提供し意見交換 

地域包括に
情報提供 

地域包括＋地域
ケア会議メンバー
に情報提供 

回答
なし 

回答
なし 



（参考） 地域の課題に対応する地域の実践と計画策定（仮説） 
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マクロ 

計画   サービス目標    基盤整備 

ミクロ 

個々のケアマネジメント  重度化防止  予防 

 

地 域 ケ ア 会 議 

 

 

 

 

 

 

 

サービス 

事業者との
情報共有 

給付分析や地域診断を通じた地域の課題の把握 

ケースカンファレンス、スーパービジョン 

ニーズと現存サービスの 

ミスマッチ解消のための 

基盤整備 

地域課題に対応する 

地域支援事業やインフォーマル
サービス等の支援の構築 

より地域の課題に応える介護サービスの展開（地域包括ケアの実現）を進めていくためには、個別ケースのカン
ファレンスやスーパービジョンを通じた経験の蓄積を基に、日常生活圏域レベルでの給付分析や地域診断を通
じた地域の課題の把握を日常的に行い、その実践を介護保険事業計画に組み込んでいくことが求められる。 



（参考） 地域の課題に対応する計画策定のあり方（仮説） 
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【要
介
護
認
定
者
数
の
推
計
】 

被保険者数の推計 

性別・年齢階級別認定率 

推計要介護認定者数 

× 

＝ 

【サ
ー
ビ
ス
見
込
み
量
の
推
計
】 

推計要介護認定者数 

× 
サービス受給率（見込み） 

× 
サービス別、要介護度別 

利用率（見込み） 

サービス見込み量 

＝ 

実 績 

実 績 

実 績 

現状の延長線上の見込みで
あれば、実績値だけをもとに
計画策定できてしまう 

（＋） 潜在的な要介護者への
対応 

（－） サービス利用による改
善、重度化防止 

（－） 介護予防事業の効果 

（＋） 退院により在宅医療・介
護を受ける者の増加 

（－） 地域支援事業等による
介護サービスの代替 

（＋） ニーズに比べて提供が
不足するサービスの上乗せ 

（－） ニーズに比べて提供が
過剰なサービスの調整 

地域の課題に対応した
質の高いケア体制実現
に向けた基盤整備計画 



（参考） 第5期介護保険事業計画と日常生活圏域ニーズ調査 

14 

日常生活圏域ニーズ調査 

（郵送＋未回収者への訪問による調査） 
   

 

介護保険事業（支援）計画 

  これまでの主な記載事項 
  ○ 圏域の設定 

  ○ 介護サービスの種類ごとの見込み 

  ○ 施設の必要利用定員 

  ○ 地域支援事業（市町村） 

  ○ 介護人材の確保策（都道府県）など 

地域の実情を踏まえて記載する新たな内容 

 ○ 認知症支援策の充実 

 ○ 医療との連携 

 ○ 高齢者の居住に係る施策との連携 

 ○ 見守りや配食などの多様な生活支援サービス 

調査項目（例） 

 ○身体機能・日常生活機能 

  （ADL・IADL） 

 ○住まいの状況 

 ○認知症状 

 ○疾病状況 

○ 地域包括ケアの実現を目指すため、第５期計画（平成24～26年度）では次の取組を推進。 

 ・ 日常生活圏域ニーズ調査を実施し、地域の課題・ニーズを的確に把握 

 ・ 計画の内容として、認知症支援策、在宅医療、住まいの整備、生活支援を位置付け 

・ どの圏域に 

・ どのようなニーズをもった高齢者が 

・ どの程度生活しているのか 地域の課題や 

必要となるサービス 

を把握・分析 



（参考） 第5期介護保険事業計画の策定プロセスと支援ツール 
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各市町村の実態に即した介護
サービスの給付状況の分析 

事業者参入意向調査 

要介護者数 

要介護度別のサービス状況 

将来推計（素案） 

市町村 

計画策定委員会 

利用率 

介護サービス提供能力調査 

介護サービス利用意向調査 

介護政策 

評価支援 

システム 

給付実績の
把握・分析 

第４期までの計画策定の 

ための調査手法 

第５期に新たに導入した 

調査手法 

日常生活圏域 

ニーズ調査 

その地域に住む高齢者の状態像を
基礎に、地域の課題・ニーズや必
要となるサービス等を把握・分析 

反 映 

調査票
（ひな型） 

生活支援
ソフト 

サービス
見込み量
ワーク 

シート 

《支援ツール》 

計画策定の
ための 

基礎調査 

サービス見
込み量の算
出とステー
クホルダー
への説明 


